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論 文 内 容 の 要 旨
　本論文においては、まず第１章で研究の背景と課題について明らかし、第２章でさまざまな先行研究を渉
猟しつつ研究のリサーチ・クエスチョンとその意義を示し、第３章では日本の電子工業とりわけ半導体産業
の生産立地としての競争力の変遷について貿易データから現状分析を行うとともに、米国半導体産業の復活
について歴史的分析を行っている。
　第４章から第６章が本研究の主題部分である。第４章では、第１のリサーチ・クエスチョンである「国の
税制や要素コストおよび為替レートが企業の競争力に与える影響」について分析を行っている。第５章では、
第２のリサーチ・クエスチョンである「立地要因が不利でも米国の半導体設計企業が競争力を持つ理由」で
について分析を行っている。そして、第６章では、第３のリサーチ・クエスチョンである「米国の半導体設
計企業の競争力に対して知識が与える影響」について明らかにしている。
　第７章では、以上の結果を受けて総括を行い、本研究の結論と貢献を明らかにしている。
　本研究から得られた主要な結論は以下の３点である。
　第１は、国の税制や要素コストなどの立地の諸要因および為替レートの違いが、半導体製造企業の収益力
にどの程度影響するのかについて、多くの半導体企業が立地する日米韓台の４カ国について、「ファウンド
リ（製造特化）企業モデル」を用いてシミュレーションを行った。その結果、台湾や韓国に立地した企業が、
日本や米国に立地した企業に比べて、約130％程度有利であることが定量的に確認された。また、それら各
種立地要因の感度分析の結果、法人税率が最も負の影響が大きいことが確認された。また、為替レートは他
の立地諸要因よりも弾性値が大きく、企業収益は為替レートの変化による影響を最も強く受けることが明ら
かになった。
　第２は、設計機能に特化したロジック・ファブレス企業の多くが、法人税率やエンジニアの賃金などの
立地の諸要因が不利な米国においても競争力を保っているパラドックスを解明するため、「ファブレス（設
計特化）企業モデル」を用いて収益力のシミュレーションを行ったところ、ファウンドリ企業と同様に、台
湾で立地した企業が日本や米国に立地した企業に比べて、約140％程度有利であることが確認された。また、
感度分析の結果、ファブレス企業モデルにおいては立地要因よりも製品の「付加価値」が正の効果として大
きく影響することが明らかになった。
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　そこで、国の税制や要素コストなどの立地特殊優位に基づく「比較優位」だけでなく、シリコンバレーな
どのクラスターの特殊優位で得たと考えられる企業固有の「生産性優位」との積による「総合優位性」を求
めたところ、「比較優位」で劣位であった米国企業の Qualcomm は、台湾企業の MediaTek を「生産性優位」
で上回り、「総合優位性」においては台湾企業の MediaTek とほぼ同等のの値を示した。すなわち、半導体ファ
ブレス企業では、立地要因の不利を生産性で取り戻すことが可能であることが明らかになった。
　第３は、半導体設計企業の競争力となる生産性、すなわち製品付加価値を高めるために「知識」が与える
影響について調査を行った。具体的には、形式知の１つである「特許」と暗黙知の１つである「粘着的経験
知識」が及ぼす影響について分析を行った。
　その結果、デジタル技術とモジュラー・アーキテクチャを持つロジック・ファブレス企業の競争力の源
泉は、「特許」という形式知が有力な説明変数になることが明らかとなった。ロジック・ファブレス企業は、
シリコンバレーのような知識集約型のクラスターに立地し、優秀な人材、関連・支援産業、需要産業、競争
ライバル企業が集まることで生まれる相乗効果や知識の共有とスピルオーバーといったクラスターの特殊優
位（cluster-specific）が立地決定要因となることが明らかになった。
　一方、アナログ技術とインテグラル・アーキテクチャを持ち、設計と製造が一体化した組織構造からなる
アナログ・IDM 企業の競争力の源泉は、特許以外に、他地域への移転が容易ではない製造設備との摺り合
わせのノウハウや、経験の蓄積に基づく暗黙知が有力な説明変数になることが判った。アナログ・IDM は、
創業当初の場所に固着しシニアエンジニアに埋め込まれた知識や設計と製造の調整ノウハウといった企業固
有の特殊優位（firm-specific）が立地決定要因となると考えられ、事業継続年数と１人あたり売上高（生産性）
を分析したところ、年々漸進的に生産性が上昇する結果が得られた。すなわち、「粘着的経験知識」という
企業固有の特殊優位の影響が確認された。
　つまり、半導体産業においては、設計機能に特化したロジック・ファブレスと、設計と製造の両方の機能
を持つアナログ・IDM で異なる立地パターンを示しているが、これは、半導体産業の競争力に対して、ロジッ
ク・ファブレスでは外部からの形式知が豊富に得られる知識クラスターへ立地することが重要であることが
確認された一方、アナログ・IDM では粘着的経験知識が蓄積される場所に長く立地することが重要である
ことが、本研究によって明らかになった。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本論文は、半導体産業を対象に、①製造に特化した企業、②設計機能に特化した企業、それに③設計と製
造の両機能を持つ企業の３つのタイプに分類して、企業競争力に影響を与える立地の決定要因を調査研究し、
国の立地特殊優位、地域クラスターの立地特殊優位、および、本研究の特徴である企業固有の知識特殊優位
の影響を統合的に整理したものであり、そこに学問的貢献があると考えられる。
　企業の立地は競争力獲得のための手段の１つと考えられる。製造企業の場合は、安価で安定したインフラ
や労働力が得られる国や地域に立地するといった選択が多く見られる一方、設計企業の場合には必ずしも要
素コストが安い国に立地しているとは限らない。たとえば、半導体設計企業のうち売上高が上位の企業のほ
とんどは要素コストの高い米国に立地している。
　企業はグローバルな環境で競争しており、資本、原料、情報といった経営資源は世界を自由に移動し、技
術の標準化によって地理的な制約が小さくなっているにも関わらず、半導体設計企業の立地が一部地域に局
在している事実は一種のパラドックスと考えられる。
　古典的立地論においては、主として製造業を対象とし、税制、人件費、土地代、電気代、輸送費といった
要素コストを最小化するような立地の決定（比較優位による立地）について議論され体系化されてきた。一
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方、製造ではなく設計が付加価値を創出するためには、競争戦略に基づくポジショニング理論やアーキテク
チャ理論に基づいた立地（競争優位による立地）が重要な意味を持つことが明らかとなっている。
　とくに、設計と製造が機能別に分業されうる半導体産業では、ファウンドリと呼ばれる製造機能に特化し
た企業が、税制や製造費用に関わる要素コストの立地特殊優位によって台湾や韓国といった東アジアにおい
て競争力を発揮している一方、自らの工場を持たず設計に特化した企業は、米国においてシリコンバレーの
ような地域クラスターに集まる現象が見られ、これは競争戦略に基づくポジショニング理論やアーキテク
チャ理論によって説明が可能である。
　しかし、半導体産業の中には、設計と製造が一体となった組織構造を持ち、創業地に固着し続けるタイプ
（IDM：Integrated Device Manufacturer ）がある。このような企業の立地は、コストによっても、競争戦
略論等によっても十分には説明できない。
　本研究は、これらの半導体設計企業の立地決定要因に対して、「知識」という企業固有の特殊優位に着目し、
技術とアーキテクチャの組合せが異なる様々な半導体設計企業の競争力について、形式知の１つでありクラ
スターの影響を受ける「特許」と暗黙知の１つである「粘着的経験知識」が及ぼす影響を調査し、半導体設
計企業の競争力に対して企業固有の「粘着的経験知識」が与える影響の重要性について明らかにした点に学
問的新規性があると考えられる。
　ファウンドリという製造特化企業とファブレスという設計特化企業の関係は、既に国際経営論、産業クラ
スター論に基づく先行研究で取り扱われてきたが、IDM 企業の持つ特殊優位に着目し、それを知識経営論
を分析に取り入れて解明した点は学問的新規性があり、我が国のように高コスト（比較劣位）の国にとって
は産業政策立案上も興味深い研究であると判断できる。
　本文中の暗黙知、経験知識、粘着的経験知職の定義と使い分けについては、口頭試問の質疑応答において
も確認した。暗黙知は、経験知識と概念知識に分類され、経験知識は、粘着的経験知識と非粘着的経験知識
に分類される。粘着的とは、流動性が少なく、他の主体、状況、用途、地域などへの移転が容易ではないこ
とを意味し、究極的には製造設備に制限される場合に及び、昔から使用されている機械やレシピを変えると
同じ特性が得られないのと似ている。
　このような結果は、日本のように税制や生産の要素コストといった立地要因が不利でも、粘着的経験知識
によって模倣困難な付加価値の高い製品を産み出すことができれば競争力を取り戻せる可能性があることを
示唆している。
　しかし、言うまでもなく本研究も完璧ではない点がいくつかある。まず、立地要因の収益に対する感度分
析において、各要因の独立性の検定を念のため行っておく必要があるのではないか。また、特許件数と売上
高の相関分析では、直線近似を用いているが、非直線の可能性についても考慮すればより精緻な分析となろう。
また、得られた結果については、現状でも有益な意味を持つことから、もっと学問的・政策的なインプリケー
ションについて強く言及しても良いと思われる。
　上記のようにいくつかの改善点はあるものの、これらの指摘は今後の研究において補うべき課題と言える
ものであり、本論文の学術的貢献を損なう程のものではないと考えられ、今後、一層の研鑽と学問的成長を
期待できる十分なものと判断した。
　以上より、博士学位申請論文審査委員会は、所定の試験結果をあわせ考慮し、申請者が、関西学院大学学
位規程第５条第１項の規定により、博士（先端マネジメント） の学位を受けるに値するものと認めた。
